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今後の主な政治日程

５月中旬以降 日米交渉・第３回閣僚級協議

６月15－17日 G7サミット（カナダ）

22日 通常国会会期末

７月３日 参院選公示見通し

４日 米国・独立記念日

８日 「相互関税」上乗せ停止発表から90日

20日 参院選投開票見通し
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農林水産関係予算
食料・農業・農村基本計画閣議決定に付随して別枠予算確保へ
 政府は今後５年間の農業政策の方向性を定める新たな食料・農業・農村基本計画を閣議決定した。農業者の急減など、生産基盤が弱体

化する中、今後５年間で農業の構造転換を集中的に進め、食料安全保障の確立を目指す。

 食料・農業・農村基本計画が閣議決定されたことを受け、今後５年間を「農業構造転換集中対策期間」と位置付ける施策の４本柱を示
した。５月中旬までにそれぞれの事業規模を具体化し、必要額を詰めていく。これを受け森山本部長は、「通常の予算以外の予算（別
枠予算）をどこまで積み上げることができるかが１次産業の将来にかかっている」と述べている。

〈別枠予算確保に向けたＪＡ全中の取組〉

• ＪＡ全中は４月25日に自民党が開いた食料安全保障強化本部などの合同
会議に参加し、今後５年間の「農業構造転換集中対策期間」を踏まえ、別
枠予算の増額を要望した。

• 共同利用施設の再編を支援する事業についても追加の支援を求め、気候変
動に対応した品種の開発やスマート農業の技術開発、普及への支援も要請
した。

農業構造転換集中対策期間の施策の柱

農業農村整備（農地の大区画化）

１ha区画以上の大区画整備を加速化
⇒2030年に米の輸出量を35万tとする目標の実現に繋げる。

共同利用施設の再編・集約化

運営コスト削減や利用率向上で生産性向上
⇒利用者負担の増加などが見込まれるため、再編集約・合理化を進め、生
産性を高める。食肉処理施設など畜産施設の合理化にも取り組む。

スマート農業

技術を活用した面積の割合を50％にする。
⇒2030年までに技術を活用した面積の割合を50％とする目標を掲げ、担い
手の農機導入も支える。

輸出産地育成

米は現状の６産地から５倍程度に拡大
⇒輸出産地の形成を加速させ、現状の６産地から５倍程度に増やす方針。

〈ＪＡ全中：農業構造転換集中対策等に関する政策提案（ポイント）〉

① 農業構造転換集中対策に関する別枠での思い切った予算の増額

② 共同利用施設の更新、再編、集約化と補助率の引き上げ

③ 圃場の大区画化や多様な農業者への機械導入等、生産現場の生産性向上

④ 新たな水田農業政策と米の生産・流通の安定対策


